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　各位

　　株式会社日本政策投資銀行「2013・2014・2015年度　北関東甲信設備投資計画調査」の記載内容の一部に誤りがございましたので、お詫びいたしますとともに、以下のとおり訂正させて頂きます。

2013・2014・2015年度　北関東甲信設備投資計画調査

誤

P.3 表１ 設備投資増減率の推移

（１）北関東甲信設備投資対前年度増減率 （単位：％）

2005年度
実績

2006年度
実績

2007年度
実績

2008年度
実績

2009年度
実績

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
実績

2013年度
実績

2014年度
計画

2014年度
構成比

全 産 業 8.0 10.0 6.5 ▲ 4.3 ▲ 24.8 11.9 18.6 12.2 ▲ 9.4 18.9 100.0

製 造 業 5.8 26.5 12.4 ▲ 15.4 ▲ 34.8 31.9 49.0 4.3 1.3 23.2 72.3

非製造業 10.8 ▲ 7.6 ▲ 1.7 16.8 ▲ 10.9 ▲ 9.0 ▲ 2.5 21.1 ▲ 18.7 8.9 27.7

（２）全国設備投資対前年度増減率 （単位：％）

2005年度
実績

2006年度
実績

2007年度
実績

2008年度
実績

2009年度
実績

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
実績

2013年度
実績

2014年度
計画

2014年度
構成比

全 産 業 8.8 7.2 6.7 ▲ 18.7 ▲ 17.4 3.8 ▲ 1.1 3.2 3.0 15.2 100.0

製 造 業 15.2 12.2 5.6 ▲ 6.7 ▲ 31.8 3.1 ▲ 0.7 2.8 ▲ 2.5 19.7 36.6

非製造業 5.1 4.0 7.4 ▲ 26.5 ▲ 6.4 4.2 ▲ 1.3 3.4 5.9 12.7 63.4

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類
　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

Ⅲ．県別調査結果

P.8 茨城県

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 19.4 13.9 4.7 ▲ 1.4 ▲ 24.2 17.3 38.4 11.5 ▲ 15.4 12.5

製 造 業 28.0 39.0 8.8 ▲ 16.5 ▲ 35.3 57.1 106.4 0.7 ▲ 2.7 22.6

非製造業 8.3 ▲ 15.7 ▲ 4.2 40.9 ▲ 9.2 ▲ 14.6 8.1 20.0 ▲ 22.4 ▲ 4.4

P.10 栃木県

枠内コメント

・

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 10.5 7.0 2.3 ▲ 3.0 ▲ 27.8 13.1 8.2 1.5 8.4 23.4

製 造 業 8.3 18.1 ▲ 2.9 1.7 ▲ 43.0 34.9 32.5 ▲ 8.1 12.2 27.2

非製造業 13.2 ▲ 7.8 9.8 ▲ 9.4 3.1 ▲ 17.8 ▲ 19.5 22.1 2.2 12.4

P.12 群馬県

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 ▲ 9.0 10.4 7.5 ▲ 2.3 ▲ 23.0 ▲ 4.0 ▲ 12.4 22.9 ▲ 5.6 26.6

製 造 業 ▲ 23.2 17.1 36.1 ▲ 11.9 ▲ 20.1 6.5 ▲ 3.2 16.3 ▲ 4.9 26.3

非製造業 12.2 5.1 ▲ 7.9 13.0 ▲ 28.5 ▲ 28.3 ▲ 25.7 48.0 ▲ 7.5 28.0

P.14 山梨県

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 ▲ 3.3 18.7 1.3 4.4 ▲ 41.5 33.6 2.9 ▲ 25.4 ▲ 2.3 21.9

製 造 業 ▲ 19.1 43.4 16.3 ▲ 10.9 ▲ 48.0 23.6 ▲ 45.2 23.3 ▲ 10.6 3.4

非製造業 9.4 ▲ 5.7 ▲ 19.3 37.0 ▲ 37.8 48.2 23.7 ▲ 41.8 4.8 71.5

P.16 長野県

枠内コメント

・

・

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 10.0 ▲ 2.6 21.4 ▲ 20.9 ▲ 15.8 9.6 6.9 30.1 ▲ 10.4 16.2

製 造 業 7.7 2.3 31.9 ▲ 38.7 ▲ 43.2 13.8 42.3 3.5 21.8 23.8

非製造業 12.6 ▲ 6.8 9.8 2.7 8.4 6.9 ▲ 21.8 53.2 ▲ 29.0 6.4

伸
び
率

実        績 今回調査

伸
び
率

実        績 今回調査

伸
び
率

実        績 今回調査

伸
び
率

 2014年度の長野県の設備投資計画は、製造業が２年連続、かつ大幅に増加することに加え、非製造業
も増加に転じることから、全産業では二桁の増加に転じる。
製造業では、生産設備の能力増強投資や合理化・省力化投資などのある輸送用機械、能力増強投資や
新製品関連投資などのある電気機械、一般機械などが増加することから、生産設備の能力増強投資の
一段落した食品などが減少するものの、全体では２年連続、かつ大幅に増加する。

実        績 今回調査

実        績 今回調査

伸
び
率

 2014年度の栃木県の設備投資計画は、ウエイトの高い製造業が２年連続、かつ大幅に増加することに
加え、非製造業も３年連続、かつ二桁増加することから、全産業でも５年連続、かつ大幅に増加する。

正

P.3 表１ 設備投資増減率の推移

（１）北関東甲信設備投資対前年度増減率
（単位：％）

2005年度
実績

2006年度
実績

2007年度
実績

2008年度
実績

2009年度
実績

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
実績

2013年度
実績

2014年度
計画

2014年度
構成比

全 産 業 8.0 10.0 6.5 ▲ 4.4 ▲ 24.8 4.1 10.5 12.2 ▲ 9.4 18.9 100.0

製 造 業 5.8 26.5 12.4 ▲ 16.0 ▲ 34.8 16.6 30.6 4.3 1.3 23.2 72.3

非製造業 10.8 ▲ 7.6 ▲ 1.7 15.9 ▲ 10.9 ▲ 10.5 ▲ 3.5 21.1 ▲ 18.7 8.9 27.7

（２）全国設備投資対前年度増減率 （単位：％）

2005年度
実績

2006年度
実績

2007年度
実績

2008年度
実績

2009年度
実績

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
実績

2013年度
実績

2014年度
計画

2014年度
構成比

全 産 業 8.8 7.2 6.7 ▲ 7.2 ▲ 17.4 ▲ 2.4 ▲ 1.1 3.2 3.0 15.2 100.0

製 造 業 15.2 12.2 5.6 ▲ 10.4 ▲ 31.8 ▲ 6.5 ▲ 0.7 2.8 ▲ 2.5 19.7 36.6

非製造業 5.1 4.0 7.4 ▲ 5.5 ▲ 6.4 ▲ 0.1 ▲ 1.3 3.4 5.9 12.7 63.4

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類
　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

Ⅲ．県別調査結果

P.8　茨城県

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 19.4 13.9 4.7 10.0 ▲ 24.2 8.0 21.4 11.5 ▲ 15.4 12.5

製 造 業 28.0 39.0 8.8 ▲ 6.4 ▲ 35.3 32.4 54.9 0.7 ▲ 2.7 22.6

非 製 造 業 8.3 ▲ 15.7 ▲ 4.2 43.0 ▲ 9.2 ▲ 15.0 6.6 20.0 ▲ 22.4 ▲ 4.4

P.10 栃木県

枠内コメント

・

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 10.5 7.0 2.3 3.0 ▲ 27.8 ▲ 2.0 8.0 1.5 8.4 23.4

製 造 業 8.3 18.1 ▲ 2.9 8.4 ▲ 43.0 8.2 32.5 ▲ 8.1 12.2 27.2

非 製 造 業 13.2 ▲ 7.8 9.8 ▲ 5.0 3.1 ▲ 19.5 ▲ 20.2 22.1 2.2 12.4

P.12 群馬県

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 ▲ 9.0 10.4 7.5 ▲ 15.1 ▲ 23.0 ▲ 5.2 ▲ 14.1 22.9 ▲ 5.6 26.6

製 造 業 ▲ 23.2 17.1 36.1 ▲ 19.4 ▲ 20.1 5.5 ▲ 5.0 16.3 ▲ 4.9 26.3

非 製 造 業 12.2 5.1 ▲ 7.9 ▲ 7.0 ▲ 28.5 ▲ 29.7 ▲ 27.2 48.0 ▲ 7.5 28.0

P.14 山梨県

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 ▲ 3.3 18.7 1.3 ▲ 23.3 ▲ 41.5 22.4 2.7 ▲ 25.4 ▲ 2.3 21.9

製 造 業 ▲ 19.1 43.4 16.3 ▲ 36.7 ▲ 48.0 23.6 ▲ 45.7 23.3 ▲ 10.6 3.4

非 製 造 業 9.4 ▲ 5.7 ▲ 19.3 1.6 ▲ 37.8 21.1 23.8 ▲ 41.8 4.8 71.5

P.16 長野県

枠内コメント

・

・

２．業種別対前年度増減率 （単位：％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全 産 業 10.0 ▲ 2.6 21.4 ▲ 21.7 ▲ 15.8 5.4 7.5 30.1 ▲ 10.4 16.2

製 造 業 7.7 2.3 31.9 ▲ 46.0 ▲ 43.2 3.4 43.2 3.5 21.8 23.8

非 製 造 業 12.6 ▲ 6.8 9.8 13.7 8.4 6.8 ▲ 21.7 53.2 ▲ 29.0 6.4

伸
び
率

実        績 今回調査

伸
び
率

実        績 今回調査

伸
び
率

実        績 今回調査

伸
び
率

製造業では、生産設備の能力増強投資や合理化・省力化投資などのある輸送用機械、能力増強投資や
新製品関連投資などのある電気機械、一般機械などが増加することから、生産設備の能力増強投資の一
段落した食品などが減少するものの、全体では５年連続、かつ大幅に増加する。

実        績 今回調査

実        績 今回調査

 2014年度の長野県の設備投資計画は、製造業が５年連続、かつ大幅に増加することに加え、非製造業
も増加に転じることから、全産業では二桁の増加に転じる。

伸
び
率

 2014年度の栃木県の設備投資計画は、ウエイトの高い製造業が２年連続、かつ大幅に増加することに加
え、非製造業も３年連続、かつ二桁増加することから、全産業でも４年連続、かつ大幅に増加する。


